参　加　表　明　書様式第１号
　


　当社は、令和８年　月　日付けで公募のありました下記のプロポーザルに際し、参加を希望します。


記


インターネット人権侵害防止対策事業プロポーザル



　令和　　年　　月　　日

　　
　公益財団法人　兵庫県人権啓発協会事務局長　様



　　　　　　　　所　 在　 地

　　　　　　　　　　　
商号又は名称


　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　連絡先　　
電話

　　　　　　　　　　　　　メールアドレス




様式第２号
　

インターネット人権侵害防止対策事業プロポーザル応募申請書

令和　　　年　　　月　　　日

公益財団法人　兵庫県人権啓発協会事務局長　様

　　　　　　　　　　　申請者　住所（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地）
	


　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
	                                      



インターネット人権侵害防止対策事業プロポーザル募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
また、同要項３に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。

記

１　企画提案書（様式第５号・A4片面印刷））
２　経費積算見積書（様式第６号）
３　その他提案内容を説明する書類（任意様式・A4片面印刷）
４　添付書類
　（１）　会社概要（パンフレット）等提案者の概要を説明する書類（様式第３号）
（２）　類似事業受託実績表（様式第４号）


様式第３号
　

提案者概要
提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	住所
（主たる事務所の所在地)
	〒


	担当者
	所属・氏名
	

	
	住所
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　（FAX）

	
	E-mail
	
※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。
今後の連絡先とさせていただきます。

	設立年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	法人化年月日
	　　　年　　　月　　　日　　※ 法人化していない場合は記載不要です。

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　　人）

	
主な事業内容

	





	
提案者の事業等の特色
（PR点）
	






	ホームページURL
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。
（２） 会社概要（パンフレット）等がある場合は、添付してください。




様式第４号
　

類似事業受託実績表

提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	委託元
（所在地）
	受託内容
	受託期間

	【記入例】
●●県○○課
(●●市○○■－■－■)
	
△△PR動画作成及び発信
	
Ｒ７．４．１～
　Ｒ８．３．３１

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	

	


	
	


※　過去３年間に受託した類似事業の実績を記載すること。多数の場合は、代表的なもののみ記載すること。



	様式第５号
　






インターネット人権侵害防止対策事業」
に係る企画提案書













	提案者名
	












企画提案書（A4版）　





委託仕様書を熟読した上で、提案する事業内容について、図、写真などを活用し、資料を作成してください。

【企画提案書に最低限盛り込むべき内容】
＜事業内容＞
· 提案のコンセプト
　・ 情報モラル及びリテラシーの向上に効果的な内容　等
　　
　＜県民への発信等＞
· 県内プロスポーツチーム、選手の選定理由、活用方法及びそのねらい
· 動画、ポスターやキャンペーングッズのビジュアルイメージ　等
· 当協会が指定した以外の提案がある場合、情報発信のねらい、方法、回数等
　　　　
＜事業体制＞
　　・ 事業実施体制
　　　（例：責任者、担当者の人数及び各人の経験年数や実績、役割分担など）

＜事業工程＞
　　・ 動画、ポスター、グッズ、動画発信の制作から納品までの全体スケジュール

経費積算見積書様式第６号
　

提案者名：　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）
	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	

	




















	

	小 計
(Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で作成した様式でも差し支えありません。
（２） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（３） 経費については、可能な限り、積算根拠（数量、単価）を明示してください。
（４） 消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（５） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。


様式第７号
　

共同企業体届出書
	代表構成員

	
公益財団法人　兵庫県人権啓発協会理事長　様
　「インターネット人権侵害防止対策事業」に係る公募について、下記の者と合同で参加します。
　なお、参加にあたっては、代表構成員として各構成員を取りまとめ、兵庫県に対する公募及び契約に係る一切の責任を負うものとします。
【所在地】

【企業名】

【代表者役職・氏名】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	構成員１

	
公益財団法人　兵庫県人権啓発協会理事長　様
　「インターネット人権侵害防止対策事業」に係る公募について、上記の者と合同で参加します。

【所在地】

【企業名】

【代表者役職・氏名】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	構成員２

	
公益財団法人　兵庫県人権啓発協会理事長　様
　「インターネット人権侵害防止対策事業」に係る公募について、上記の者と合同で参加します。

【所在地】

【企業名】

【代表者役職・氏名】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。
様式第８号
　


質　　問　　書
令和　年　　月　　日
	質問者
	企 業 名
	

	
	所属・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	E-mail
	

	（質問内容）




質問は、電子メール又はＦＡＸにて提出してください。
メール：info@hyogo-jinken.or.jp
ＦＡＸ：（078）242-5355
